
　
一
般
会
計
の
歳
入
総
額
は
１
２
８
億
３
４
９
５
万
７
４
４
０
円
、
歳
出
総

額
は
１
２
４
億
６
１
０
８
万
３
５
５
２
円
と
な
り
、
差
額
の
３
億
７
３
８
７

万
３
８
８
８
円
を
次
年
度
に
繰
り
越
し
ま
し
た
。
な
お
、繰
越
額
の
中
に
は
、

次
年
度
に
実
施
す
る
事
業
財
源
４
９
３
６
万
７
０
０
０
円
が
含
ま
れ
て
い
る

た
め
、
実
質
収
支
は
３
億
２
４
５
０
万
６
８
８
８
円
と
な
り
ま
し
た
。

◆
一
般
会
計
歳
出

　

歳
出
は
、
前
年
度
比
で
約
10
億
２
５
５
２
万
円
の
減
と
な
り
ま
し
た
。
増
減
が

大
き
い
費
目
と
し
て
は
、
衛
生
費
が
約
18
億
４
４
５
万
円
の
減
、
総
務
費
が
約
４

億
１
６
０
１
万
円
の
増
と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
出
全
体
の
構
成
は
、
総
務
費
が
最
も
多
く
、
次
に
民
生
費
、
衛
生
費
と
な
っ

て
い
ま
す
。

◆
一
般
会
計
歳
入

　

歳
入
は
、
町
債
の
減
な
ど
に
よ
り
、
前
年
度
比
で
約
10
億
７
５
６
２
万
円
の
減

と
な
り
ま
し
た
。

　

歳
入
全
体
の
構
成
は
町
税
や
使
用
料
な
ど
、
町
が
独
自
に
確
保
し
て
い
る
自
主

財
源
の
割
合
が
24
・
８
％
、
地
方
交
付
税
や
国
・
道
か
ら
の
交
付
金
な
ど
の
依
存

財
源
の
割
合
が
75
・
２
％
と
な
り
ま
し
た
。

【
問
い
合
わ
せ
】
企
画
財
政
課
財
政
グ
ル
ー
プ　
☎
�
７
５
０
３

※単位：万円
（万円単位にそろえているた
め端数が合わない場合あり）

一般会計 　
令
和
７
年
度
の
一
般
会
計・特
別
会
計・企
業
会
計
の
決
算
が
９
月
議
会
定
例
会
議
で

認
定
さ
れ
ま
し
た
の
で
、決
算
の
内
容
と
主
な
事
業
成
果
の
概
要
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

決
算
報
告

決
算
報
告

●
大
切
な
税
金
の
使
い
道
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

●
大
切
な
税
金
の
使
い
道
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

令和 7 年度

町税 137,276

繰越金
42,397

諸収入
33,501

その他 104,957

道支出金
90,933

国庫支出金
149,201 町債

241,390

地方消費税
交付金
32,989

その他交付金
18,451

・寄附金   46,491
・使用料および手数料   23,230
・繰入金   22,212
・分担金および負担金   8,134
・財産収入 4,890

地方
交付税
432,401

・地方譲与税 11,669
・法人事業税交付金 2,516
・環境性能割交付金 1,156
・株式等譲渡所得割交付金 930
・ゴルフ場利用税交付金 739

・町民税 62,089
・固定資産税 56,344  
・町たばこ税 9,940    

・都市計画税 5,008
・軽自動車税 3,802     
・入湯税 93

歳入決算
128億3,496万円

自主財源（24.8％）

依存財源（75.2％）

・地方特例交付金 550
・配当割交付金 530
・利子割交付金 231
・交通安全対策特別交付金 130

歳出決算
124億6,108万円

民生費
224,879

総務費
297,268

土木費
175,375

衛生費
186,868

教育費
94,359

公債費
124,934

消防費
33,070

労働費 767

議会費 5,870

諸支出金 4,806
災害復旧費 5,435

商工費 26,676

農林
水産業費
65,801

差引額　約　億 7,387 万円3

　

特
別
会
計
は
特
定
の
事
業
目
的
の
た
め
に

一
般
会
計
と
区
分
し
た
会
計
で
、
町
に
は
６

つ
の
特
別
会
計
が
あ
り
ま
す
。

1
国
民
健
康
保
険
特
別
会
計

　

町
民
の
健
康
保
持
と
増
進
の
た
め
保
険
給

付
を
行
い
、医
療
保
障
の
充
実
に
努
め
ま
し
た
。

2
北
海
道
介
護
福
祉
学
校
特
別
会
計

　

社
会
情
勢
な
ど
に
よ
り
入
学
者
数
は
定
員

数
に
満
た
な
い
も
の
の
、
介
護
福
祉
士
の
求

人
数
は
堅
調
で
開
校
以
来
37
年
連
続
就
職
率

１
０
０
％
を
達
成
し
ま
し
た
。

3
介
護
保
険
特
別
会
計

　

要
支
援
者
・
要
介
護
者
が
能
力
に
応
じ
、

自
立
し
た
日
常
生
活
を
営
む
こ
と
が
で
き
る

よ
う
保
険
給
付
を
行
っ
た
ほ
か
、
介
護
予
防

を
推
進
し
ま
し
た
。

4
後
期
高
齢
者
医
療
特
別
会
計

　

高
齢
者
の
健
康
保
持
と
増
進
の
た
め
、
資

格
管
理
の
窓
口
事
務
な
ど
を
行
い
、
健
全
な

医
療
給
付
を
進
め
ま
し
た
。

5
住
宅
団
地
造
成
事
業
特
別
会
計

　

分
譲
中
の
朝
日
４
丁
目
住
宅
団
地
（
第
４

期
）
お
よ
び
中
里
住
宅
団
地
（
第
１
期
）
の

管
理
・
販
売
促
進
を
行
い
ま
し
た
。

6
工
業
団
地
造
成
事
業
特
別
会
計

　

分
譲
中
の
第
４
工
業
団
地
の
管
理
・
販
売

促
進
の
ほ
か
、
令
和
８
年
度
か
ら
分
譲
開
始

す
る
第
５
工
業
団
地
の
販
売
に
向
け
た
準
備

を
進
め
ま
し
た
。

収益的収支 決算額
収入額 6 億 5,991 万円
支出額 5 億 8,883 万円

差引 7,108 万円

資本的収支 決算額
収入額 2 億 5,783 万円
支出額 4 億 3,181 万円

差引 △ 1億 7,398 万円

2下水道事業会計

　

水
道
事
業
と
下
水
道
事
業
は
、
企
業

の
経
営
成
績
、
財
政
状
況
を
明
ら
か
に

す
る
た
め
、企
業
会
計
方
式
を
採
用
し
、

事
業
に
必
要
な
経
費
は
、
経
営
に
伴
う

収
入
（
上
・
下
水
道
料
金
）
を
も
っ
て

充
て
る
と
い
う
独
立
採
算
制
を
原
則
に

経
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

1
水
道
事
業
会
計

　

水
を
作
り
、
家
庭
な
ど
に
届
け
る
た

め
の
経
費
（
収
益
的
収
支
）
で
は
差
引

約
３
０
９
万
円
と
な
り
ま
し
た
。
浄
水

場
の
設
備
更
新
や
配
水
管
の
整
備
な
ど

の
経
費
（
資
本
的
収
支
）
で
は
約
１
億

１
８
８
１
万
円
の
不
足
と
な
り
ま
し
た
。

2
下
水
道
事
業
会
計

　

下
水
道
管
や
下
水
道
管
理
セ
ン
タ
ー

の
維
持
管
理
に
必
要
な
経
費
（
収
益
的

収
支
）
で
は
差
引
約
７
１
０
８
万
円
と

な
り
ま
し
た
。
下
水
道
管
理
セ
ン
タ
ー

の
設
備
更
新
な
ど
の
経
費
（
資
本
的
収

支
）
で
は
約
１
億
７
３
９
８
万
円
の
不

足
と
な
り
ま
し
た
。

　　

各
会
計
の
不
足
額
は
、
収
益
的
支
出

の
う
ち
現
金
の
支
出
を
必
要
と
し
な
い

費
用
に
よ
っ
て
生
じ
た
資
金
（
損
益
勘

定
留
保
資
金
な
ど
）で
補
填
し
ま
し
た
。

収益的収支 決算額
収入額 3 億 8,152 万円
支出額 3 億 7,843 万円

差引 309 万円

資本的収支 決算額
収入額 2 億 2,121 万円
支出額 3 億 4,002 万円

差引 △ 1億 1,881 万円

1水道事業会計

特別会計

企業会計

会計名 歳入决算額 歳出决算額 差　引
1国民健康保険特別会計 13 億 3,679 万円 13 億 3,425 万円 254 万円
2北海道介護福祉学校特別会計 1 億 0,863 万円 1億 0,843 万円 20 万円
3介護保険特別会計 14 億 6,175 万円 14 億 1,553 万円 4,622 万円
4後期高齢者医療特別会計 2 億 7,045 万円 2億 6,998 万円 47 万円
5住宅団地造成事業特別会計 2,891 万円 799 万円 2,092 万円
6工業団地造成事業特別会計 3,390 万円 3,390 万円 0万円

合　計 32 億 4,043 万円 31 億 7,008 万円 7,035 万円
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栗山町第 7 次総合計画に基づく令和 7 年度事業実施結果の一部を紹介

学校教育におけるＩＣＴの利活用を
推進します。

地
元
食
材
を
使
っ
た
「
ふ
る
さ
と
給
食
」
を
食
べ

て
い
る
子
ど
も
た
ち
の
様
子

令
和
７
年
度
に
更
新
し
た
Ｉ
Ｃ
Ｔ
端
末
を
使
用
し

た
授
業

61,59961,599千円千円 5050千円千円

食育事業等を通じて子ども達に食に対
しての正しい知識や理解を深めます。

計画事業
34

計画事業
18

※栗山町第 7次総合計画に掲載されている計画事業番号、事業名（略称）、決算額および計画事業に関連した写真を掲載しています。

町民主体の地域づくり活動を支援し
ます。

と
き
わ
・
み
な
み
中
里
協
議
会　
防
災
総
合
訓
練

の
様
子

4,0294,029千円千円

計画事業
132

町営バスの運行により、交通弱者の
移動手段を確保します。

令
和
７
年
度
に
購
入
し
た
北
広
島
循
環
線
の
デ
マ

ン
ド
バ
ス

103,445103,445千円千円

計画事業
116

令
和
７
年
度
に
導
入
し
た
く
り
や
ま
ネ
イ
ポ
ジ
ポ

カ
ー
ド

令
和
７
年
11
月
４
日
に
開
院
し
た
栗
山
赤
十
字
病
院1,300,0001,300,000千円千円 11,44911,449千円千円

賑わいにあふれ魅力ある商店街づく
りを推進します。

計画事業
100

計画事業
67

栗山赤十字病院改築事業を推進し
ます。

　

今
月
号
に
掲
載
し
た
決
算
概
要
の

ほ
か
、
栗
山
町
第
７
次
総
合
計
画
に

基
づ
き
令
和
７
年
度
に
実
施
し
た
主

要
施
策
の
成
果
、
ま
ち
の
財
政
状
況

な
ど
、
よ
り
具
体
的
な
決
算
内
容
を

ま
と
め
た
冊
子
「
グ
ラ
フ
と
写
真
で

み
る
、
ま
ち
の
決
算
と
財
政
状
況
」

を
作
成
し
ま
し
た
。

　

冊
子
は
、
左
記
の
施
設
窓
口
に
配

置
し
て
い
る
ほ
か
、
町
ホ
ー
ム
ペ
ー

ジ
に
掲
載
し
て
い
ま
す
の
で
、
ぜ
ひ

ご
覧
く
だ
さ
い
。

グラフと写真でみる

北海道栗山町

まちの決算と
財政状況

７
年度
決算

令和

◆
役
場
新
庁
舎
１
階
ロ
ビ
ー

◆
カ
ル
チ
ャ
ー
プ
ラ
ザ
「
Ｅ
ｋ
ｉ
」

◆
総
合
福
祉
セ
ン
タ
ー「
し
ゃ
る
る
」

◆
栗
山
煉
瓦
創
庫
く
り
ふ
と

◆
改
善
セ
ン
タ
ー

◆
南
部
公
民
館

◆
図
書
館

　
「
財
政
健
全
化
法
」
と
は
、
財
政
の
健
全

性
を
示
す
左
記
の
指
標
を
導
入
し
、
再
建
の

枠
組
み
を
定
め
た
法
律
で
す
。
実
質
公
債
費

比
率
の
状
況
は
全
道
平
均
を
下
回
っ
て
お
り

ま
す
が
、
引
き
続
き
、
将
来
世
代
に
大
き
な

負
担
を
残
す
こ
と
の
な
い
財
政
運
営
に
努
め

て
い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

財
政
健
全
化
法
に
基
づ
く

健
全
化
判
断
比
率
な
ど
の
状
況

指　標 (%) 指標の説明
栗山町

比率
（R7 決算）

全道平均
（R6 決算）

早期健全
化基準

財政再生
基準

実質公債費比率

一般会計が負担す
る元利償還金など
の標
※
準財政規模に

対する比率

6.2 7.2 25.0 35.0

将来負担比率

一般会計が将来負
担すべき実質的な
負債の標準財政規
模に対する比率

57.8 16.6 350.0  

　この指標のほかにも「実質赤字比率」「連結実質赤字比率」「資金不足比率」の指標
がありますが、全ての会計が黒字決算で比率が生じていないため省略しています。
※標準財政規模とは、標準税収入額などに普通交付税を加算した額です。

単位：億円

令和3年度 令和7年度令和4年度

   5.0

   10.0

   15.0

令和5年度

   20.0

   25.0

   30.0

17.5

21.1

27.4
23.8

令和6年度

24.2

　

安
定
し
た
財
政
運
営
を
進
め
る

た
め
の
貴
重
な
財
源
と
し
て
、
決

算
に
伴
う
余
剰
金
の
一
部
や
、
寄

附
金
な
ど
を
原
資
と
し
て
積
み
立

て
た
基
金
の
年
度
末
残
高
は
、
一

般
会
計
分
で
約
27
億
４
０
８
２
万

円
に
な
り
、
前
年
度
比
で
約
３
億

２
５
１
８
万
円
の
増
と
な
り
ま
し

た
。

　

な
お
、
令
和
７
年
度
に
お
け
る

取
崩
額
は
約
２
億
１
９
９
９
万

円
、
積
立
額
は
約
５
億
４
７
１
７

万
円
で
す
。

　

町
債
（
町
の
借
入
金
）
に
は
、

毎
年
の
財
源
負
担
を
平
均
化
す
る

役
割
と
、
現
在
と
将
来
の
町
民
負

担
を
公
平
に
す
る
役
割
が
あ
り
、

町
で
は
財
政
状
況
を
悪
化
さ
せ
な

い
よ
う
、
栗
山
町
第
７
次
総
合
計

画
や
行
財
政
改
革
推
進
計
画
な
ど

に
基
づ
き
、
計
画
的
な
借
り
入
れ

を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

町
債
の
年
度
末
残
高
は
全
会
計

分
で
約
２
２
２
億
７
６
３
万
円
と

な
り
ま
し
た
。
栗
山
赤
十
字
病
院

改
築
等
事
業
に
係
る
町
債
の
借
入

等
に
よ
り
前
年
度
比
で
約
12
億
９

０
２
３
万
円
の
増
と
な
り
ま
し

た
。

単位：億円

   150

   200

   100

     50

   250

     0

151 152

222

令和3年度 令和7年度令和4年度

178

令和5年度

209

令和6年度

詳
し
い
情
報
は

詳
し
い
情
報
は

別
冊
資
料
を
ご
覧
く
だ
さ
い

別
冊
資
料
を
ご
覧
く
だ
さ
い

ホームページは
こちら

基金残高の推移（一般会計）町債残高の推移（全会計）
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